































地方自治体では､ 狭義の公共施設 (すなわち､ ハコモノ) のみを対象にした
公共施設等の総合管理計画が策定されつつあるという現状がある｡ このこと









違ったものではないかもしれない｡ しかしながら､ 貸借対照表 (バランスシー
ト) の借方にリストされる資産の部において､ インフラ資産が占める割合は
非常に大きい｡ ハコモノの形状を有していることから､ 学校や住宅をインフ
ラ資産と位置づけるか､ あるいは､ 公共施設 (ハコモノ) として位置づける
かは､ 研究者によって見解の分かれるところではある｡ 筆者は､ 行政が執行
すべき事業やサービスで､ 他の自治体や民間事業者等との間で代替性のきか













① ハコモノの更新であれ､ インフラ資産の更新であれ､ 最終的に不足す
る財源の埋め合わせに用いられるのは一般会計の一般財源である｡ 公共
施設等総合管理計画は､ こうした一般財源の合理的な振り分けを実現す



















は非常に重要である｡ すなわち､ 一般会計からの繰入がなければ､ 下水
道会計は一瞬にして立ち行かなくなる (一般会計から下水道会計への繰
入金のあり方については､ 後述箇所を参照されたい)｡ それゆえに､ 公
共施設等総合管理計画において水道や下水道を計画対象に含めないとい




































満とされる現状においても､ 住民がそのことの意味 (管路からの漏水､ さび





ことになる｡ 住民生活に密着している水道と下水道は､ 今後はともに ｢地方






て､ サービスを提供する組織体である｡ そのことは､ 一般会計等において納
税者に対する説明責任が求められる以上に､ 地方公営企業では受益者や利用
者に対する直接的な説明責任が求められていることを意味している｡ 具体的










ところで､ 総務省自治財政局公営企業課は､ 2015年７月に ｢公営企業に係






















会 (Audit Commission) では､ CPAと呼ばれた包括的業績評価 (Comprehen-
sive Performance Assessment) がすべての自治体に対して適用され､ 2003年
度から､ すべての自治体のパフォーマンス (費用対効果や財政状況を斟酌し













キングの手法は､ 重要な財務指標や経営指標の良否､ さらには､ 各指標のウェ
イト付を行い､ 単純な計算方式で加重平均等行うことで展開され､ 結果とし
て ｢Excellent－Good－Fair－Weak－Poor｣ のランキング付が行われている｡
もちろんこの手法に対しては､ いろいろな意見 (時に批判) があった｡ し
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かし､ 特に深刻な財政状況や経営状況に直面している地方自治体の関係者
(住民) に､ その困難な状況を瞬時に理解してもらうという点では､ ずば抜
けた効果が期待された｡ 英国地方自治体における CPA制度では､ ｢Excellent｣
だから問題なく､ ｢Poor｣ だから単純にダメと結論付けるだけでなく､ そう
した現状に加えて､ 改善の進捗状況 (Direction of Travel) についての別途
のランク付けが行われた｡ これにより現状のランクはたとえば ｢Weak｣ で














(Narrative Reporting) も活用すべきであるし､ その活用も単に数値の羅列だ
けではなく､ たとえば図式化することで一層直感的な理解が可能になる｡ 世
界銀行 (World Bank) ではこの思考をさらに拡張し､ 統合報告 (Integrated
Reporting) の手法を公共部門の情報公開にも積極的に活用すべきという立
場を表明している｡
統合報告は､ 近年､ 民間企業の企業財務内容報告を拡充し､ より積極的に
アカウンタビリティを追求する手法として注目されている｡ 武田薬品をはじ
め､ 統合報告書を作成する日本企業も少なからず誕生している｡ 世界銀行だ
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けではなく､ 国際会計士連盟 (IFAC) においても統合報告は重要な調査研
究のテーマとされている｡ 世界銀行や国際会計士連盟における調査研究､ あ
るいは､ 民間企業が実際に作成する統合報告書では､ 財務情報､ 非財務情報､



















































繕引当金｣ や ｢特別修繕引当金｣ の計上が可能になる｡ 正確なコスト計算に
は､ 過去の下水道管等への投資資本をその耐用年数に応じて適切に期間配分














































の検証､ 購買発注手続におけるコンプライアンス (合規性と合法性) と
VFM (最少の経費で最大の効果を発現する購買手法が適用されているかど





































道消費者協会前理事長 Dame Yve Buckland氏へのヒアリング結果から)｡ 水
道と下水 (汚水) は民営化､ 下水 (雨水) は行政のミッションとして堅持さ
れているという英国の現状の背景には､ こうした会計情報の貢献が存在して
いるのである｡









た 『In the Know』 (邦訳は石原俊彦監訳 『地方公共サービスのイノベーショ
ンとガバナンス―行政サービス提供体制と住民自治体制の強化をめざす―』
関西学院大学出版会､ 2013年に収録されている｡ なお､ In the Knowは ｢知っ





論する際には､ この ｢In the Know｣ の教訓と､ 水道や下水道といったイン
フラ資産は未来に向かって維持していくことが何よりも重要であるという視
点を､ 強く意識しなければならない｡ 直営か民営か､ あるいは､ その中間形
態の地方独立法人か水道企業団かという問題は､ 情報の質量を拡充すること
で､ 自然と解決の方向性が見出される問題である｡ この意味においても､ 地







して大分県国東市を表彰 (地方自治体ファイナンス賞) した｡ 同市は2013年
度の基金運用において1.96％の運用実績をあげ､ 全国の自治体からも注目さ
れていた｡ その中心人物は税務課長､ 監査事務局長､ 企画部長 (財政課を所




会計修士 (専門職) の学位を取得している (現在は同大学院博士課程後期課
程に進学し､ 筆者の研究室で博士論文の作成に取り組んでいる)｡





あげている組織がある｡ 岩手中部水道企業団 (花巻市・北上市・紫波町) で















財務会計協会日本支部 (CIPFA Japan) では､ 2016年度に地方公営企業会計






に公共や社会貢献を強く意識し､ 関西学院大学のスクールモットーである ｢Mastery for
Service｣ を実践することの重要性を教えていただいた｡ 筆者が大学院時代からの研究
テーマであった監査論から40歳を前にして研究テーマを公会計や公共経営へとシフトし




営企業』 地方財務協会､ 2015年８月に加筆を施したものである｡ また本稿は､ 2014年度
関西学院大学特別個人研究費による ｢わが国地方自治体監査制度の再構築に向けた日本
型統合的公監査フレームワークの開発｣ の研究成果の一部である｡
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